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２．１ 我が国防衛産業の特徴と問題点（１） 

1. 防衛装備品の開発、生産、維持整備、運用支援、改修などは民間企業
が担う＝国営工廠不在 

2. 防衛装備品の開発生産費用はほぼ１００％国費依存 
   ・産業の命運は我が国の国防予算で決定される。 
   ・技術、設計図などは原則国有財産 
   ・民需への移転が困難（米国DARPAとの根本的違い） 
3. 長期にわたる装備品の使用に対応する維持補給体制の維持  
4.  戦後占領期の生産中止で技術的な遅れ→国産化、防衛産業育成方針 
   ・ライセンス生産から出発 
   ・昭和４５年の防衛装備品国産化方針（防衛庁事務次官通達） 
   ・純国産化の成功ー短距離、中距離誘導弾、観測ヘリ、対潜哨戒機、

護衛艦、潜水艦など 
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２．２ 防衛産業の特徴と問題点（２） 

6. 法律上の制約 
・武器等製造法、航空機製造事業法、火取法など 
 
7. 憲法の精神、武器輸出３原則等の制約 
・実質輸出禁止、市場が国内限定 
・国際共同開発・生産への参加が困難（２３年１２月の防衛装備品等の海外移転
に関する基準決定前） 
・実戦テストなし（朝鮮戦争時の砲弾生産輸出を除いて経験なし） 
 
8. 防衛装備品調達制度 
・単年度主義→企業の生産計画が困難、リスク大 
・原価計算方式→コスト削減インセンティブなし（インセンティブ契約など改善  
努力中） 

・市場が限定され、競争がほとんど無い→予算削減に伴い過大請求などの 不
祥事が多発 
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２．３ 防衛産業の特徴と問題点（３） 
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３．１．防衛産業をめぐる国際環境の変化 
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３．２ 主要国防衛生産企業の統合状況 
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３．３ 主要先進国の防衛産業政策 
（マッキンゼー＆カンパニーによる分析） 
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３．４主要先進国の防衛産業政策（米国） 
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３．５ 主要先進国における防衛産業政策（仏） 
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３．５主要先進国の防衛産業政策（英） 
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４．我が国防衛産業に対する政策の新たな展開 

 1. 我が国周辺の安全保障環境の変化への対応 
• 北朝鮮の核、長距離ミサイル開発 
• 中国の軍事力の急速な近代化及び増大（A2AD、第二列島線） 
• ロシア軍の活動の活発化 
• 動的防衛力整備（新規装備品導入、ミサイル防衛、南西諸島防衛など） 

 
2. 国際社会における多層的な安全保障協力の推進 

 
3. 防衛省航空機に関する民間転用方針の決定（平成２２年８月） 

 
4. 「防衛生産・技術基盤に関する戦略」の策定方針決定（２２年防衛大綱） 

 
5. 防衛装備品等の海外移転に関する基準の決定（平成２３年１２月２７日） 

 
6. F35の防衛省購入機体に関する組立及び一部部品生産、ALGS 

(Autonomic Logistics Global Sustainment)への参加 
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（参考）防衛装備品等の海外移転に関する基準（抜粋） 
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５．１ 我が国防衛産業が直面する厳しい環境 
• 今後ニーズが高いC4ISR、ミサイル防衛、無人機、宇宙、水陸両用能力など

の分野では、システム（ソフト）がカギを握るが、我が国のこれまでの対応は
不十分 
 

• 最先端装備システムは、開発コストが高く、一国での開発に限界→国際共同
開発・生産が増加 
 

• 防衛装備品の維持、運用も多国間協力が進展（F35のALGSが先駆け） 
 

• この結果、 
①今後、仮に防衛装備品調達予算が増加しても、国内開発・生産に関する予算

が増加する保証無し 
 

②国際共同開発に参加しない場合に、技術進歩から取り残されるおそれ 
 
③将来的には、安全保障分野における国際協力で支障が発生する可能性 
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５．２ 我が国防衛産業の当面の課題 
1. 今後の防衛ニーズに合った技術・開発・生産能力の維持・育成 

 
2. 保持すべき防衛生産・技術基盤の見極め（選択と集中） 

 
3. 安全保障面で協力関係にある国との国際共同開発・生産の推進

（厳格な管理を前提） 
 

4. 民間転用の促進 
 

5. 企業組織の改革（合併、事業集約など） 
 

6. 調達制度改革 
   ①随意契約でより性能が良く、より安い装備品調達を実現 
   ②一定の条件下での海外企業との競争入札制度の検討など 
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５．３ 国際共同開発・生産 
メリット 
 同盟・友好関係の強化、相互運用性の向上 
 開発・生産コストの低減とリスク分散 
 企業経営基盤強化と生産技術基盤の維持、育成、高度化 
 先端技術へのアクセス 
 
留意点 
 技術及び情報の保全・管理体制の構築、強化が必要 
 要求仕様が異なる場合には、コスト、開発期間が増大する危険 
 相手国の政策（輸出管理など）による制約 

 
共同開発生産成功の条件 
 装備品の運用構想が相当共通し、派生型開発が容易 
 優れた先進技術の移転利用が可能 
 我が国の開発・生産コストが単独開発・生産に比べて低いこと→相手国、

生産地点はできる限り少ないこと 
 我が国の防衛技術、運用情報などが確実に保護されること 
 第三国移転などに関して厳格な輸出管理が確保されていること 
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５．４ 産業構造の変革、企業の再編・連携 

 防衛生産技術・基盤を維持・育成、高度化していくために
は、産業構造、企業組織を最適化していく努力が不可欠。
具体的方策は以下の通り 
 

① システムインテグレーション能力を持つ企業への営業譲
渡による防衛事業集約化 

② 防衛部門を含む企業の合併 
③ 複数社の防衛関連部門を切り出し統合した新会社の設

立 （ただし防衛部門のみの切り出しは非効率かつリスクが高いので
あまり現実的ではない。） 
 

 政府の企業統合促進策の活用、新たな対策の検討 
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